
死刑執行の停止及び死刑に関する全社会的議論を求める会長声明  

 

２０２１年１２月２１日、東京拘置所及び大阪拘置所において３名の死刑が執行

された。岸田内閣が発足し、古川禎久法務大臣が就任してからわずか７９日目での

執行である。  

前回の執行は、２０１９年１２月２６日であった。昨年３月には京都で国連犯罪

防止刑事司法会議（京都コングレス）が開催され、我が国の刑事司法の在り方につ

いて世界中の注目が集まった。こうした中で、約２年間、死刑の執行がない状態が

続いていたにもかかわらず、死刑が執行されたことは大変遺憾である。さらに、執

行された死刑確定者の中には再審請求中の者も含まれており、この点でも今回の執

行は強い非難を免れない。  

日本弁護士連合会は、２０１６年に開催された第５９回人権擁護大会において、

「死刑制度の廃止を含む刑罰制度全体の改革を求める宣言」を採択し、国に対し、

死刑制度の廃止を目指すべきであることなどを求めてきた。  

死刑制度の問題点については、これまでにも日本弁護士連合会が繰り返し指摘し

てきたところであるが、昨今は、外交上の観点からの問題点も指摘されている。  

昨年７月には米国の司法長官が、連邦レベルでの死刑の執行を停止する指示を出

すなど、世界的な死刑廃止の流れはさらに進んでいる。米国が死刑制度を廃止すれ

ば、ＯＥＣＤに加盟する３８か国のうち死刑を執行する国は日本のみとなる。  

日豪円滑化協定の交渉においては、日本に死刑制度があることが協定締結の障害

となっていると言われている。２０２０年には、日本に死刑制度があることを理由

に南アフリカから被疑者の引渡しを拒まれる事案があったことが報道されている。  

死刑制度の存廃について、法務省は、「基本的には、各国において、独自に決定

すべき問題」としている。しかし、上記のような状況がある以上，国際的な視点も

踏まえた議論が必要であると考える。  

法制審議会は、一昨年、懲役刑と禁錮刑を一本化して新自由刑（拘禁刑）に再編



する刑法改正を答申した。これは、応報を主眼とする刑罰制度から、更生と教育を

主眼とする刑罰制度への移行を意味するものである。死刑は罪を犯した者の更生を

指向しない刑罰であり、新自由刑（拘禁刑）の理念と相容れないとの意見もある。  

 法務省は、従前から、世論調査において多数の支持を得ているとして、死刑制度

の存置を主張してきた。一方で、世論調査でも、死刑に代えて導入される刑罰の内

容次第では、死刑の廃止も受け容れられる余地があることが示されている。  

また、国際人権（自由権）規約委員会等からは、「世論調査の結果にかかわら

ず」死刑制度の廃止を考慮するよう何度も勧告を受けているのであって、世論調査

をよりどころに死刑制度の存置を正当化することにも疑問が残る。  

 このように，近時，死刑制度については，様々な問題点や動きが見られることか

ら，当会は，死刑制度についての全社会的議論を求め，同制度存続の肯否に向けた

議論が尽くされるまでの間，すべての死刑の執行を停止することを強く要請するも

のである。  

 

２０２２年（令和４年）１月２４日  
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